
（平成２２年10月20日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 9 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 14 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認岡山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



岡山国民年金 事案 784 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年１月から同年３月まで 

昭和 55年 12月に勤務していた金融機関を退職する際に、勤務先において

厚生年金保険から国民年金への切替手続を行うようにアドバイスされてい

たことから、時期は覚えていないが、市役所（支所）で 56 年１月にさかの

ぼって国民年金に加入した。国民年金保険料も、納付時期は定かでないが、

勤務していた金融機関で納付したはずであり、申立期間が未加入期間となっ

ているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間後は、複数回にわたる厚生年金保険と国民年金の切替手

続を確実に行っており、国民年金の未納期間は無い。 

また、申立人が所持する昭和 50年４月ころに発行された国民年金手帳には、

「はじめて被保険者となった日」及び「被保険者となった日」とも「昭和 56

年１月１日」と記載され両記載欄には社会保険事務所（当時）又は申立人が居

住する市が押したとみられる市名の印があり、これらは、行政側による確認が

なされたものであると認められ、申立人は申立てのとおり、退職後に 56 年１

月１日にさかのぼって国民年金の加入手続を行ったと推認できる。 

さらに、年金事務所は、申立期間当時、加入手続を行った者がその場で過年

度保険料を納付できるようあらかじめ納付書を上記の市に渡しており、申立人

は、加入手続の際に同市から渡された納付書により申立期間の過年度保険料を

納付することは可能であったと考えられる。 

加えて、加入手続を行ったとする市役所（支所）及び国民年金保険料を納付



したとする金融機関は、それぞれ、国民年金の加入手続及び国民年金保険料（過

年度保険料を含む。）の収納を行っていたことが確認でき、申立内容に不自然

さは見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



             

  

岡山厚生年金 事案 1079 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における

厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 37 年 10 月１日に訂正

し、同年９月の標準報酬月額を１万 8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年９月 30日から同年 10月１日まで 

昭和 36 年８月から平成 15 年６月までＤ社及びそのグループ企業に継続

して勤務したが、昭和 37 年 10 月１日にＡ社Ｃ工場からＤ社に転籍になっ

た際の申立期間が厚生年金保険の未加入期間となっている。この期間も継

続して勤務していたので、厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社から提出された申立人の人事記録、申立人が所持する在籍証明書及び

社内報（写し）並びに同社の社会保険事務担当者の証言から、申立人が同社

及びそのグループ会社に継続して勤務し（昭和 37 年 10 月１日にＡ社Ｃ工場

からＤ社に転籍）、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたと認められる。 

また、申立人に係る昭和 37 年９月の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ工場

に係る社会保険事務所（当時）の記録（昭和 37 年８月の標準報酬月額）から、

１万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は不明としているが、事業主が申立人に

係る資格喪失日を昭和 37 年 10 月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険

事務所がこれを同年９月 30 日と誤って記録することは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に

係る同年９月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず（社会保

険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充



             

  

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、これを履行し

ていないと認められる。 



             

  

岡山厚生年金 事案 1080 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場における

厚生年金保険被保険者資格の取得日に係る記録を昭和 25 年５月 21 日に訂正

し、同月から 26 年７月までの標準報酬月額を 8,000 円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25年５月 21日から 26年８月１日まで 

    昭和 17 年６月にＡ社に就職し、52年に退職するまでの間、継続して勤務

した。そのうち、同社Ｃ工場に転勤したのが 25 年５月 21 日であったこと

が当時の辞令から確認できるにもかかわらず、同工場における厚生年金保

険被保険者資格の取得日が 26 年８月１日となっているので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の記録、申立人が所持する辞令及びＢ社が保管する人事記録から、

申立期間当時、申立人はＡ社Ｃ工場に継続して勤務し(昭和 25 年５月 21 日に

同社Ｄ工場から同社Ｃ工場に異動)、申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認められる。 

   また、申立人に係る昭和 25 年５月から 26 年７月までの標準報酬月額につ

いては、Ａ社Ｃ工場に係る社会保険事務所（当時）の記録（昭和 26 年８月の

標準報酬月額）から、8,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は不明であるとしており、これを推認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に､事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し



             

  

て行ったか否かについては､これを推認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから､行ったとは認められない。 

 



             

  

岡山厚生年金 事案 1081 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 19 年３月１日から同年６月１日までに

ついて、その主張する標準報酬月額（44 万円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認められることから、同期間の標準報

酬月額に係る記録を 44万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 19 年６月１日から同年９月１日までの標準

報酬月額の記録は事後訂正の結果 44 万円とされているものの、その額は厚

生年金保険法第 75 条本文に該当することから、年金額の計算の基礎となる

標準報酬月額は訂正前の 38 万円とされているが、申立人は、同期間につい

て、その主張する標準報酬月額（44 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の同期間の標準報酬月額に係る記録を 44 万円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る平成 19 年３月から同年８月までの標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額（38 万円）に基づく

厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年３月１日から 20年２月１日まで 

Ａ社における平成 19 年３月から 20 年１月までの標準報酬月額が、給料

支払明細書に記載されている報酬月額より低い額となっているので、記録

を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申

立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であり、記録の

訂正等を行う場合は、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定

することとなる。 



             

  

２ 申立てに係る事業所が保管している賃金台帳及び申立人が所持する給与

明細書から、申立人は、申立期間のうち、平成 19 年３月１日から同年６月

１日までについて、その主張する標準報酬月額（44 万円）に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

３ オンライン記録によれば、申立期間のうち、平成 19 年６月１日から同年

９月１日までの標準報酬月額は、当初 38 万円と記録されていたが、同期間

に係る保険料の徴収権が時効により消滅した後の 22 年３月に 44 万円に訂

正されている。その上で、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、当該

保険料に係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わないとされて

いることから、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は訂正後の標準報

酬月額（44 万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（38 万円）

となっている。 

  しかしながら、申立てに係る事業所が保管している賃金台帳及び申立人

が所持する給与明細書から、上記期間について、その主張する標準報酬月

額（44 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

４ 申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立期間のうち、平成 19 年３月１日から同年９月１日までに係

る標準報酬月額を社会保険事務所（当時）に対し誤って届出し、また、同

期間に係る厚生年金保険料も過少な納付であったと認めていることから、

これを履行していないと認められる。 

５ 一方、申立期間のうち、平成 19 年９月１日から 20 年２月１日までにつ

いては、社会保険事務所が記録する標準報酬月額が申立てに係る事業所が

保管する賃金台帳及び申立人が所持する給与明細書により確認できる保険

料控除額に見合う標準報酬月額を超えていることから、当該記録を訂正す

る必要は認められない。 

 

 



             

  

岡山厚生年金 事案 1082 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、平成 19年３月１日から同年４月１日までの

標準報酬月額の記録は事後訂正の結果 30万円とされているものの、その額

は厚生年金保険法第 75条本文に該当することから、年金額の計算の基礎と

なる標準報酬月額は訂正前の 24万円とされているが、申立人は、同期間に

ついて、その主張する標準報酬月額（26万円）に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき、申立人の同期間の標準報酬月額に係る記録を 26万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る平成 19 年３月の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料（訂正前の標準報酬月額（24 万円）に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年３月１日から 20年２月１日まで 

Ａ社における平成 19 年３月から 20 年１月までの標準報酬月額が給料支

払明細書に記載されている報酬月額より低い額となっているので、記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行

われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であり、記録の訂正等を

行う場合は、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することと

なる。 

オンライン記録によれば、申立期間のうち、平成 19 年３月１日から同年４

月１日までの標準報酬月額は、当初 24 万円と記録されていたが、同期間に係

る保険料の徴収権が時効により消滅した後の 22 年３月に 30 万円に訂正され

ている。その上で、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、当該保険料に



             

  

係る被保険者であった期間に基づく保険給付は行わないとされていることか

ら、年金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、訂正後の標準報酬月額（30

万円）ではなく、当初記録されていた標準報酬月額（24 万円）となっている。 

 しかしながら、申立てに係る事業所が保管している賃金台帳及び申立人が

所持する給与明細書から、上記期間について、その主張する標準報酬月額

（26 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間のうち、平成 19 年３月１日から同年４月１日まで

に係る標準報酬月額を社会保険事務所（当時）に対し誤って届出を行い、ま

た、同期間に係る厚生年金保険料も過少な納付であったと認めていることか

ら、これを履行していないと認められる。 

一方、申立期間のうち、平成 19 年４月１日から 20 年２月１日までについ

ては、社会保険事務所が記録する標準報酬月額が申立てに係る事業所が保管

する賃金台帳及び申立人が所持する給与明細書により確認できる報酬月額及

び保険料控除額に見合う標準報酬月額と同額又はこれを超える額であること

から、当該記録を訂正する必要は認められない。 



             

  

岡山厚生年金 事案 1083 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格の取得日に係る記録を昭和 42 年 10 月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を同年 10 月から 43 年４月までは３万円、同年５月から同年９月までは

５万 2,000 円、同年 10 月から 44 年９月までは４万 8,000 円、同年 10 月から

45年４月までは５万 2,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年 10月 26日から 45 年５月１日まで 

    夫は、昭和 42年 10月からＡ社に勤務しており、厚生年金保険料は毎月

控除されていたはずなのに、申立期間における厚生年金保険の加入記録が

無いのは納得できない。 

     （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の記録及び複数の同僚（当時）の証言から、申立人

は申立期間において申立てに係る事業所に勤務していたと推認できる。 

また、申立てに係る事業所の経理担当者（当時）及び上記同僚は、「申立

期間当時、申立てに係る事業所では試用期間は無く、入社するとすぐに正社

員として厚生年金保険に加入していた。」と証言している上、オンライン記

録により、上記同僚に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日は、すべて入

社したとする日と一致していることが確認できる。 

さらに、申立人と同時期に入社したとその妻が記憶している申立人と同職

種の同僚二人のうち、昭和 42 年 11 月９日に被保険者資格を取得している者

は、「申立人は、自分とほぼ同時期に入社し、昭和 52 年 10 月ごろまで勤務

していたと思う。」と証言している。 

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事



             

  

業主により給与から控除されていたと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人と同時期に入社したと

する同僚の社会保険事務所（当時）の記録から、昭和 42 年 10 月から 43 年４

月までは３万円、同年５月から同年９月までは５万 2,000 円、同年 10 月から

44 年９月までは４万 8,000 円、同年 10 月から 45 年４月までは５万 2,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、事業主は不明としており、これを推認できる関

連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを推認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 

 



             

  

岡山厚生年金 事案 1084 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認められることから、申立人のＡ法人Ｂ事業所（現在はＡ法人Ｃ事業

所）における厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を平成３年２月

１日に訂正し、同年１月の標準報酬月額を 19万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年１月 31日から同年２月１日まで 

    平成３年２月１日にＡ法人Ｂ事業所から同法人のＤ事業所に転勤したが、

同事業所が誤った資格喪失届を提出したため、申立期間について厚生年金

保険の加入記録に１日の空白が生じている。申立期間の厚生年金保険料は

継続して控除されていたため、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ法人Ｃ事業所から提出された人事記録、給与明細書台帳及び雇用保険の

記録から、申立人が同法人に継続して勤務し（平成３年２月１日に同法人Ｂ

事業所から同法人Ｄ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認められる。 

   また、申立人に係る平成３年１月の標準報酬月額については、給与明細書

台帳において確認できる厚生年金保険料控除額から、19 万円とすることが必

要である。 

   なお、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、事業主は申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日を誤

って届け出たと認めていることから、事業主が平成３年１月 31 日を資格喪失

日として届け、その結果、社会保険事務所（当時）は申立人に係る同年１月

の厚生年金保険料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告

知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、これを履行していないと認められ

る。 



             

  

岡山厚生年金 事案 1089 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間②のうち、平成３年１月１日から同年２月１日までの

期間、同年３月１日から同年４月１日までの期間、４年５月１日から同年６

月１日までの期間、同年 10 月１日から５年 12 月１日までの期間、６年１月

１日から同年４月１日までの期間、同年５月１日から同年 11 月１日までの期

間、７年３月１日から同年４月１日までの期間、同年６月１日から同年８月

１日までの期間、同年９月１日から同年 12 月１日までの期間、８年１月１日

から同年５月１日までの期間、10 年６月１日から同年８月１日までの期間、

11 年４月１日から同年５月１日までの期間、同年７月１日から同年８月１日

までの期間、同年 10 月１日から同年 11 月１日までの期間、同年 12 月１日か

ら 12 年３月１日までの期間、同年７月１日から同年８月１日までの期間、同

年９月１日から同年 12 月１日までの期間、13 年５月１日から同年６月１日ま

での期間、14 年３月１日から同年６月１日までの期間、15 年３月１日から同

年５月１日までの期間、同年 10 月１日から同年 11 月１日までの期間、16 年

４月１日から同年６月１日までの期間及び同年７月１日から同年８月１日ま

での期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認められることから、申立人のＡ社に

おける当該期間の標準報酬月額に係る記録を、それぞれ、３年１月は 34 万円

に、同年３月、４年５月及び同年 10 月は 36 万円に、同年 11 月は 38 万円に、

同年 12 月は 36 万円に、５年１月から同年３月までは 38 万円に、同年４月及

び同年５月は 36 万円に、同年６月から同年８月までは 38 万円に、同年９月

は 36 万円に、同年 10 月、同年 11 月及び６年１月は 38 万円に、同年２月及

び同年３月は 36 万円に、同年５月は 38 万円に、同年６月は 36 万円に、同年

７月は 38 万円に、同年８月及び同年９月は 36 万円に、同年 10 月及び７年３

月は 38 万円に、同年６月は 36 万円に、同年７月、同年９月から同年 11 月ま

での期間、８年１月から同年４月までの期間及び 10 年６月は 38 万円に、同

年７月は 36 万円に、11 年４月及び同年７月は 38 万円に、同年 10 月、同年

12 月から 12 年２月までの期間、同年７月、同年９月から同年 11 月までの期

間、13 年５月、14 年３月から同年５月までの期間及び 15 年３月は 41 万円に、

同年４月は 44 万円に、同年 10 月、16 年４月、同年５月及び同年７月は 41 万

円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履

行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 



             

  

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月 22日から 44年２月 13日まで 

         ② 昭和 49年５月 20日から平成 19年９月１日まで 

         ③ 平成 15年７月 31日 

         ④ 平成 15年 12月 25日 

         ⑤ 平成 16年７月 31日 

         ⑥ 平成 16年 12月 25日 

         ⑦ 平成 17年７月 31日 

         ⑧ 平成 17年 12月 25日 

         ⑨ 平成 18年７月 31日 

         ⑩ 平成 18年 12月 25日 

         ⑪ 平成 19年７月 31日 

厚生年金保険の標準報酬月額の記録と比較して、給与から厚生年金保険

料が多く控除されており、賞与についても記録が無いので、記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づ

き標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料

額及び申立人の報酬額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、記録の訂正等を行う場合は、これらの標準報酬月額のいずれか低

い方の額を認定することとなる。 

２ 申立期間②のうち、平成３年１月１日から同年２月１日までの期間、４

年 12 月１日から５年１月１日までの期間、同年４月１日から同年６月１日

までの期間、同年９月１日から同年 10 月１日までの期間、６年２月１日か

ら同年４月１日までの期間、同年６月１日から同年７月１日までの期間、

同年８月１日から同年 10 月１日までの期間、７年６月１日から同年７月１

日までの期間、10 年６月１日から同年８月１日までの期間、11 年４月１日

から同年５月１日までの期間、同年７月１日から同年８月１日までの期間

及び 15 年４月１日から同年５月１日までの期間の申立人の標準報酬月額に

ついては、申立人が所持する給与明細書の報酬月額に見合う標準報酬月額

から、また、３年３月１日から同年４月１日までの期間、４年５月１日か

ら同年６月１日までの期間、同年 10 月１日から同年 12 月１日までの期間、

５年１月１日から同年４月１日までの期間、同年６月１日から同年９月１

日までの期間、同年 10 月１日から同年 12 月１日までの期間、６年１月１



             

  

日から同年２月１日までの期間、同年５月１日から同年６月１日までの期

間、同年７月１日から同年８月１日までの期間、同年 10 月１日から同年 11

月１日までの期間、７年３月１日から同年４月１日までの期間、同年７月

１日から同年８月１日までの期間、同年９月１日から同年 12 月１日までの

期間、８年１月１日から同年５月１日までの期間、11 年 10 月１日から同年

11 月１日までの期間、同年 12 月１日から 12 年３月１日までの期間、同年

７月１日から同年８月１日までの期間、同年９月１日から同年 12 月１日ま

での期間、13 年５月１日から同年６月１日までの期間、14 年３月１日から

同年６月１日までの期間、15 年３月１日から同年４月１日までの期間、同

年 10 月１日から同年 11 月１日までの期間、16 年４月１日から同年６月１

日までの期間及び同年７月１日から同年８月１日までの期間の標準報酬月

額については、申立人が所持する給与明細書において確認できる厚生年金

保険料控除額から、それぞれ、３年１月は 34 万円に、同年３月、４年５月

及び同年 10 月は 36 万円に、同年 11 月は 38 万円に、同年 12 月は 36 万円

に、５年１月から同年３月までは 38 万円に、同年４月及び同年５月は 36

万円に、同年６月から同年８月までは 38 万円に、同年９月は 36 万円に、

同年 10 月、同年 11 月及び６年１月は 38 万円に、同年２月及び同年３月は

36 万円に、同年５月は 38 万円に、同年６月は 36 万円に、同年７月は 38 万

円に、同年８月及び同年９月は 36 万円に、同年 10 月及び７年３月は 38 万

円に、同年６月は 36 万円に、同年７月、同年９月から同年 11 月までの期

間、８年１月から同年４月までの期間及び 10 年６月は 38 万円に、同年７

月は 36 万円に、11 年４月及び同年７月は 38 万円に、同年 10 月、同年 12

月から 12 年２月までの期間、同年７月、同年９月から同年 11 月までの期

間、13 年５月、14 年３月から同年５月までの期間及び 15 年３月は 41 万円

に、同年４月は 44 万円に、同年 10 月、16 年４月、同年５月及び同年７月

は 41万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主が上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、事業主は、申立てに係る報酬月

額を社会保険事務所（当時）に対し誤って届出を行い、また、当該申立て

に係る厚生年金保険料についても、過少な納付であったことを認めている

ことから、これを履行していないと認められる。 

３ 一方、ⅰ）申立期間①及び申立期間②のうち、昭和 49 年５月 20 日から

平成３年１月１日までの期間、同年２月１日から同年３月１日までの期間、

同年４月１日から４年４月１日までの期間、同年６月１日から同年７月１

日までの期間、６年 12 月１日から７年１月１日までの期間、同年２月１日

から同年３月１日までの期間、同年 12 月１日から８年１月１日までの期間、

同年５月１日から 10 年６月１日までの期間、同年８月１日から 11 年４月

１日までの期間、同年５月１日から同年７月１日までの期間、同年８月１

日から同年 10 月１日までの期間、同年 11 月１日から同年 12 月１日までの

期間、12 年３月１日から同年５月１日までの期間、同年８月１日から同年



             

  

９月１日までの期間、同年 12 月１日から 13 年５月１日までの期間、同年

６月１日から 14 年３月１日までの期間、同年６月１日から同年９月１日ま

での期間、同年 10 月１日から 15 年３月１日までの期間、同年５月１日か

ら同年９月１日までの期間、同年 11 月１日から 16 年４月１日までの期間、

同年６月１日から同年７月１日までの期間及び 17 年１月１日から 18 年９

月１日までの期間については、給与明細書が無く、報酬月額及び厚生年金

保険料控除額を確認することができないことから、ⅱ）申立期間②のうち、

４年４月１日から同年５月１日までの期間、同年８月１日から同年９月１

日までの期間、５年 12 月１日から６年１月１日までの期間、７年１月１日

から同年２月１日までの期間、同年８月１日から同年９月１日までの期間、

12 年５月１日から同年６月１日までの期間、15 年９月１日から同年 10 月

１日までの期間及び 16 年９月１日から同年 10 月１日までの期間について

は、社会保険庁（当時）が記録する標準報酬月額は、申立人が所持する給

与明細書により確認できる報酬月額に見合う標準報酬月額と一致すること

から、ⅲ）申立期間②のうち、４年７月１日から同年８月１日までの期間、

同年９月１日から同年 10 月１日までの期間、６年４月１日から同年５月１

日までの期間、７年４月１日から同年６月１日までの期間、12 年６月１日

から同年７月１日までの期間、14 年９月１日から同年 10 月１日までの期間、

16 年８月１日から同年９月１日までの期間及び 19 年３月１日から同年９月

１日までの期間については、社会保険庁が記録する標準報酬月額は、申立

人が所持する給与明細書又は事業所が保管する賃金台帳により確認できる

報酬月額に見合う標準報酬月額を超えていることから、ⅳ）申立期間②の

うち、６年 11 月１日から同年 12 月１日までについては、社会保険庁が記

録する標準報酬月額は、申立人が所持する給与明細書により確認できる厚

生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額を超えていることから、ⅴ）申

立期間②のうち、16 年 10 月１日から同年 12月１日までの期間及び 18 年９

月１日から同年 11 月１日までの期間については、社会保険庁が記録する標

準報酬月額は、申立人が所持する給与明細書により確認できる厚生年金保

険料控除額に見合う標準報酬月額と一致することから、ⅵ）申立期間②の

うち、16 年 12 月１日から 17 年１月１日までの期間及び 18 年 12 月１日か

ら 19 年３月１日までの期間については、社会保険庁が記録する標準報酬月

額は、申立人が所持する給与明細書により確認できる報酬月額に見合う標

準報酬月額を超えており、厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額と

一致することから、ⅶ）申立期間②のうち、18 年 11 月１日から同年 12 月

１日までについては、社会保険庁が記録する標準報酬月額は、申立人が所

持する給与明細書により確認できる報酬月額及び厚生年金保険料控除額に

見合う標準報酬月額と一致することから、いずれも当該記録を訂正する必

要は認められない。 

４ 申立期間③、④、⑤、⑥、⑦、⑧、⑨及び⑩については、賞与明細書が

無く、賞与の総支給額及び控除された厚生年金保険料額を確認できないこ



             

  

とから、また、申立期間⑪については、事業所が保管する賃金台帳により

賞与が支給されていないことが確認できることから、申立人は、その主張

する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたと認めることはできない。 

  



             

  

岡山厚生年金 事案 1090 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 23年５月１日から 25年 11月 19 日まで 

結婚のため昭和 25 年 11 月にＡ社を退職したが、退職当時、脱退手当金

のことは知らず、脱退手当金を請求したことも、受け取ったことも無いの

で、申立期間について脱退手当金が支給されたこととなっていることに納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る厚生年金保険記号番号払出簿、Ａ社に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳に記載されている氏名及び

生年月日は、いずれも戸籍上の氏名及び生年月日と相違しており、申立人に

係る年金記録の管理が適切に行われたとは認め難い。 

また、申立期間当時、申立人が脱退手当金の請求を行う場合には、婚姻又

は分娩の事実を証明する書類を添付する必要があり、脱退手当金の請求時に

氏名及び生年月日に誤りがあれば訂正されるものと考えられるが、これらの

訂正は行われておらず、申立人が脱退手当金を請求したとは考え難い。 

さらに、申立人は、「退職金をもらっていない。」と回答していることか

ら、退職金の中に脱退手当金が含まれていたとも考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる。 

 



                      

  

岡山国民年金 事案 785 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年 11 月から 50 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44年 11月から 50年９月まで 

20 歳になったときに母親が国民年金の加入手続を行ってくれ、結婚する

までの期間、母親と私の国民年金保険料をまとめて地元婦人会の集金によ

り毎月納付してくれていた。申立期間が未加入となっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 58 年２月に払い出されており、申立

人は、このころに国民年金に加入したものと推認されるが、この時点では、

申立期間の国民年金保険料は時効により納付することができない上、申立期

間の一部（昭和 44 年 11 月から 47 年３月まで）において国民年金の任意加入

の対象者（学生）であった申立人は、同期間にさかのぼって国民年金に加入

することはできない。 

 また、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

 さらに、申立期間は 71 か月であり、これほどの長期間にわたり行政の記録

管理に誤りが生じたとは考え難い上、申立人は国民年金の加入手続及び保険

料納付に関与しておらず、これを行ったとする申立人の母親から聴取しても、

申立てに係る国民年金の加入状況、保険料の納付状況は明らかでない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



                      

  

岡山国民年金 事案 786 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年９月及び同年 10 月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年９月及び同年 10月 

20 歳になったときに母親が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料

を婦人会の集金により納付していた。申立期間が未加入期間となっている

のは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人が居住する市が保管する国民年金被保険者名簿及び申立人が加入当

初から所持する国民年金手帳のいずれにも、国民年金の被保険者となった日

は「昭和 63 年 11 月１日」、被保険者資格は「任意」と記載されており、申

立人は、制度上、申立期間の保険料を納付することができない。 

 また、申立てに係る国民年金（任意）の加入手続を行ったとする申立人の

母親から聴取しても、その時期は明らかでない。 

さらに、申立人の母親が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

  



                      

  

岡山国民年金 事案 787 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 62 年６月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年６月から平成３年３月まで     

学生のころ、実家の母親から電話で「国民年金への加入を促す文書が来

たので加入して国民年金保険料を納付しておく。」との連絡を受けた記憶

があり、その際に母親が国民年金の加入手続を行い国民年金保険料を納付

しているはずであるにもかかわらず、大学院２年生の１年間だけの納付記

録しかない。国民年金の加入手続や保険料の納付を母親に任せていたが、

当時、実家は保険料を納付するのに困らない程度の経済状態であり、申立

期間の納付記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は平成３年５月に払い出されており、申立

人は、このころに国民年金に加入したものと推認されるが、この時点では、

申立期間の一部（昭和 62 年６月から平成元年３月まで）の国民年金保険料は

時効により納付することができない上、申立期間において国民年金の任意加

入の対象者（学生）であった申立人は、同期間にさかのぼって国民年金に加

入することはできない。 

また、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に関与しておらず、

これを行ったとする申立人の母親から聴取しても、申立てに係る国民年金の

加入状況及び保険料の納付状況（納付場所、納付時期、納付金額等）は不明

である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわ



                      

  

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

  



                      

  

岡山国民年金 事案 788 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年２月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年２月から 46年３月まで 

昭和 45年２月に事業所を退職した後、町役場（現在は、市役所支所）

から書類が届き、国民年金の加入手続を行ったと思う。国民年金に加入し

た後は、婦人会の集金により国民年金保険料を納付していたはずなので、

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 47 年４月に夫婦連番で払い出され

ており、申立人は、このころに、その夫が厚生年金保険被保険者資格を喪失

した 46 年４月にさかのぼって国民年金に加入したものと推認できる上、それ

より前に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情は見当たらず、事業所を退職した 45 年ころに国民年金の加入手続を行っ

たとする申立内容には不自然な点が見受けられる。 

また、申立人は、申立期間において、国民年金の任意加入の対象者であり、

被保険者資格を取得した昭和 47 年４月の時点では、同期間にさかのぼって国

民年金に加入することはできない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 

 

 

  



                      

  

岡山国民年金 事案 789 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 40 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 40年９月まで     

時期をはっきりとは覚えていないが、結婚した後に町内の人に勧められ

て国民年金に加入した。国民年金保険料は月に 400 円程度で保険料を払う

と年金手帳にシールをはってくれていた。その手帳は無くしたが確かに支

払っていたので、納付記録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 44 年４月に払い出されており、

申立人はこのころに国民年金に加入したものと推認されるが、この時点では、

申立期間の国民年金保険料は時効により納付することはできない上、申立人

に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は

見当たらない。 

また、申立人が主張しているとおり昭和 36 年 10 月の結婚後に国民年金に

加入し、申立期間の国民年金保険料を納付したとするならば、申立期間のう

ち、強制加入の対象期間である 36 年４月から同年９月までの国民年金保険料

はさかのぼって納付することとなるが、申立人には国民年金に加入した後に

保険料をまとめて納付した記憶はなく、同期間の保険料を納付したとは考え

難い。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料は月額 400 円程度であった

と記憶しているが、実際の保険料月額（100 円）とは相違する上、申立期間

の保険料を納付した場所の記憶は定かでない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、これが納付されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                      

  

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



岡山厚生年金 事案 1085 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険の標準報酬月額に係る記録の訂正

を認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年３月１日から 20年２月１日まで 

Ａ社における平成19年３月から20年１月までの標準報酬月額が給料支払

明細書に記載されている報酬月額より低い額となっているので厚生年金保

険の被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立てに係る事業所が保管している賃金台帳から、申立人は、申立期間のう

ち、平成 19 年３月１日から同年６月１日までについて、その主張する標準報

酬月額（47 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが確認できる。 

 しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）第１条第１項ただし書において、特例対象者（申

立人）が、事業主が厚生年金保険料の納付義務を履行していないことを知り、

又は知り得る状態であったと認められる場合には、記録の訂正を行わない旨

規定されている。商業登記簿謄本から、申立人は申立期間当時、申立てに係

る事業所の代表取締役であったことが確認でき、また、申立人は、申立期間

当時、社会保険事務担当者の離任により自らが同事務を行った際、本来、随

時改定により、変動月後４か月目の厚生年金保険料の控除額を見直すべきと

ころを、知識不足により申立期間については変動月から報酬月額に見合った

厚生年金保険料を控除したと供述しており、このことは、上記ただし書きに

規定する場合に該当すると認められる。 

これらのことから、申立期間のうち、平成 19 年３月１日から同年６月１日

までについて、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたとしても、特例法に基づく記録の訂正を認め



ることはできない。 

また、申立期間のうち、平成 19年６月１日から 20年２月１日までについて

は、社会保険事務所（当時）が記録する標準報酬月額が、申立てに係る事業所

が保管する賃金台帳及び申立人が所持する給与明細書により確認できる厚生

年金保険料控除額に見合う標準報酬月額と同額又はこれを超える額であるこ

とから、記録を訂正する必要は認められない。 



岡山厚生年金 事案 1086 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 23年３月 26日から 34年２月８日まで 

昭和 34年２月８日にＡ社を退職した際、同社から脱退手当金の説明を受

けた記憶がない。脱退手当金の制度自体を承知しておらず、その請求を行

ったことがないにもかかわらず、受給したことになっていることに納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険被保

険者の資格喪失日から８か月後の昭和34年10月８日に支給決定されているな

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人に係る脱退手当金が支給決定された時期は、通算年金制度の創

設前であり、厚生年金保険の被保険者期間が20年以上なければ年金を受給する

ことができず、申立人には退職時に再就職する意思は無かったとの記憶がある

ことから、脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても脱退手当金を受給した記憶が無いというほか

に脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。  

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は,申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 

 



岡山厚生年金 事案 1087 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 19年 10月 1日から 25年５月 28日までの

期間に係る脱退手当金を支給されていることから、同期間について厚生年金保

険被保険者であると認めることはできない。 

また、申立期間のうち、昭和25年５月28日から同年９月ころまでについて、

厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19年 10月１日から 25年９月ころまで     

昭和 17年３月に高等女学校を卒業し、同年４月からＡ社Ｂ課で事務員と

して勤務した。25年 10月上旬に結婚のために転居したが、同年９月末ころ

までは勤務したにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無

いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ Ａ社に係る厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被保険者台帳か

ら、労働者年金保険（厚生年金保険）の被保険者資格を昭和 19 年６月１日

（労働者年金保険の被保険者資格期間に算入されるのは、保険料徴収開始後

の同年 10 月 1 日以降の期間）に取得し、25 年５月 28 日に喪失している、

基礎年金番号に統合されていない記録が確認できるところ、この未統合の記

録にある被保険者の姓名及び生年月日は申立人のそれ（姓は旧姓）と同じで

ある。 

  また、Ａ社が保管する厚生年金保険被保険者資格の喪失に係る届出書から、

姓名が申立人のもの（旧姓）と同じである被保険者が昭和 25年５月 28日に

その資格を喪失していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、上記未統合の記録は、申立人のものと認め

られ、Ａ社の事業主は、申立人がＡ社において、昭和 19 年６月１日に労働



者年金保険（厚生年金保険）の被保険者資格を取得し、25年５月 28日に喪

失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったと認められる。 

しかしながら、上記の被保険者台帳には、この被保険者期間について脱退

手当金が支給されていることが記録されており、同期間を申立人の被保険

者期間として認めることはできない。 

２ 申立期間のうち、昭和 25年５月 28日から同年９月ころまでについては、

上記の資格喪失に係る届出書から、申立人は、争議上解雇を理由に、前記

のとおり 25 年５月 28 日に被保険者資格を喪失していることが確認できる

ところ、申立人も、当時ストライキ（争議行為）を行って解雇された従業

員がいた旨を述べており、申立人は、Ａ社に勤務していなかったと推認さ

れる。 

  また、申立人に係る上記期間の厚生年金保険料が事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として上記

期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めるこ

とはできない。 

 



岡山厚生年金 事案 1088 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年２月ころから 10年４月１日まで 

平成７年２月ころＡ社に非常勤職員として採用され、以後継続して勤務

していた。採用当初は厚生年金保険に加入していなかったが、10 年３月こ

ろになって、非常勤職員も社会保険の加入対象として取り扱うこととした

として、採用時までさかのぼって厚生年金保険料の被用者負担分を支払う

よう同社総務課から求められ請求された金額を現金で支払った。申立期間

を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人の同僚（当時）の証言から、申立人が申立期間において申立てに係

る事業所に勤務していたと推認できる。 

    しかしながら、申立人が居住する市が保管する申立人に係る市県民税課税

台帳から、申立人に係る平成７年から９年までの所得からは社会保険料が

控除されておらず、10 年の所得から控除されている社会保険料額は、申立

人が厚生年金保険被保険者資格を取得した同年４月１日以降の標準報酬月

額から算出される社会保険料額と符合する。 

また、申立人は、申立期間に係る雇用保険料もさかのぼって納付したと主

張するが、申立人に係る雇用保険の加入記録から、申立人が平成 10 年４月

１日に被保険者資格を取得し、15年４月 30 日に離職していることが確認で

き、これは厚生年金保険の加入記録と一致している。 

さらに、申立人が居住する市は、申立人は平成 10 年４月２日に国民健康

保険の被保険者資格を喪失しており、仮に７年当時にさかのぼって社会保険

に加入したとすれば、その期間の国民健康保険料は還付されるとともに、資

格喪失日に係る記録もさかのぼって訂正されることとなるが、その記録は見



当たらないと説明している。 

加えて、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が控除されていたことを

うかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 

  



岡山厚生年金 事案 1091 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 39年９月から 42年９月 16日まで 

         ② 昭和 44年 12月 28 日から 45年５月１日まで 

昭和 39年９月にＡ社（現在は、Ｂ社）に就職し、45年４月末まで勤務し

ていたにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者期間が 42年９月 16日から

44 年 12 月 28 日までとなっており、申立期間に係る厚生年金保険の加入記

録が無いのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立てに係る事業所に昭和 39年９月から 45年４月末まで勤務し

ていたと申し立てているが、以下の事由から、申立期間①及び②において同事

業所に勤務していたと推認できない。 

ⅰ）申立人は、申立てに係る事業所において、昭和 42 年９月 16 日から 44

年 12月 27日まで雇用保険に加入しており、この加入記録は、オンライン

記録における厚生年金保険の被保険者記録と一致している。 

ⅱ）申立てに係る事業所が開設されたのは昭和 40年 12月であり、申立期間

①のうち、昭和 39 年９月から 40 年 11 月までにおいて申立人が同事業所

に勤務したとは考え難い。 

ⅲ）申立てに係る事業所が初めて厚生年金保険の適用事業所となった昭和

41 年４月１日に被保険者資格を取得している被保険者及び 41 年５月１

日から 42年９月 15日までにこれを取得している被保険者のうち、連絡が

取れた 16 人からは、申立人が申立期間①において勤務していたとの証言

は得られなかった。 

ⅳ）申立人は、申立期間②の一部（昭和 45年１月 28日から同年５月１日ま

で）について、同事業所とは別の事業所において雇用保険に加入している



ことが確認できる。 

なお、Ｂ社は、申立人に係る申立期間当時の厚生年金保険の加入状況及び保

険料控除の状況については不明である旨回答している上、申立人に係る申立期

間の厚生年金保険料が事業主により給与から控除されていたことをうかがわ

せる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



岡山厚生年金 事案 1092 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和45年８月１日から46年４月29日まで 

    昭和37年９月から46年４月までＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、Ｃの企画

及び販売に従事していた。勤務期間において、給与月額が下がったことはな

かったにもかかわらず、申立期間の標準報酬月額がその直前までの標準報酬

月額（５万2，000円）の半分以下（２万円）となっていることに納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する「被保険者標準報酬改定通知書」及び「厚生年金基金加入員

標準給与決定通知書」における申立人の標準報酬月額は、健康保険厚生年金保

険被保険者原票に記録された標準報酬月額と一致していることから、Ａ社は、

社会保険事務所（当時）に対して、オンライン記録どおりの標準報酬月額を届

け出たことが確認できる。 

また、企業年金連合会が保管するＤ厚生年金基金の記録における申立人の標

準報酬月額は、オンライン記録において確認できる標準報酬月額と一致してい

る。 

さらに、申立人の標準報酬月額の記録についてさかのぼって訂正されている

などの不自然な点は見当たらない。 

加えて、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる関連資

料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



岡山厚生年金 事案 1093 

 

第１ 委員会の結論 

  申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和63年11月10日から64年１月５日まで 

    昭和63年11月１日から平成２年９月１日までＡ社に継続して勤務してい

たが、厚生年金保険の加入記録をみると、被保険者資格を昭和63年11月10

日に喪失して、64年１月５日に再び取得していることになっており、納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立人は、申立期間において申立てに係る事業所に勤

務していたことは確認できる。 

しかしながら、申立てに係る事業所は、「当社が保管している『厚生年金基

金加入員資格取得及び標準給与決定通知書』には、申立人は昭和 63年 11月１

日及び 64 年１月５日に厚生年金保険の被保険者資格を取得した記録がある上、

『健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失確認通知書』には、63 年 11 月 10

日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した記録がある。」と回答しており、

これらのことはオンライン記録と一致しており、同事業所は、オンライン記録

どおりの届出を行っている。 

また、申立人の夫が加入している健康保険組合は、「申立人は、昭和 61年４

月１日に被扶養者の認定を受け、平成元年２月１日に認定を解除されている。」

旨回答しており、申立人は、申立期間当時、その夫の健康保険に係る被扶養者

になっていたことが確認できる。 

さらに、申立期間については未加入期間となっているが、これは基礎年金番

号に国民年金記号番号が統合された際に、国民年金の被保険者記録が訂正され

たためであり、オンライン記録から、訂正前の同記録では、申立人は昭和 61

年４月１日から 64 年１月５日まで夫の被扶養者である国民年金の第３号被保



険者であったことが確認できる。 

加えて、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が事業主により給与から控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 



岡山厚生年金 事案 1094 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立  期 間  ： 昭和 22年５月 30日から 23年７月１日まで 

昭和 18 年 10 月１日にＡ社Ｂ事業所（現在は、Ａ社Ｃ事業所）に入社し、

その直後の同年 12月 10日に軍隊に入った。入隊したまま終戦となり、Ｄ国

に抑留された後、昭和 23年５月に復員し、同年６月末に同社を退職した。 

それにもかかわらず、厚生年金保険の被保険者資格は昭和 22 年５月 30

日に喪失しており、申立期間が被保険者期間となっていないのは納得できな

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｃ事業所が保管する人事記録から、申立人は、陸軍に召集されていた

期間（昭和 18 年 12 月 10 日から 23 年５月 10 日まで）を含む昭和 18 年９月

30 日から 23 年７月 27 日まで申立てに係る事業所に在籍していたことが確認

できる。 

しかしながら、軍歴証明書及び申立人の供述から、申立期間は陸軍に召集さ

れている期間（昭和 22年５月 30日から 23年５月 10日まで）及び申立てに係

る事業所に勤務していない期間（昭和23年５月11日から23年７月27日まで）

であると認められる。 

また、申立ての事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、同名

簿に「応召中」と記録され、軍隊に召集されていたとみられる被保険者 60 人

のうち 49 人は、申立人と同じく昭和 22 年５月 30 日にその資格を喪失してい

ることが確認でき、申立人が同日に被保険者資格を喪失していることに特段の

不自然さはうかがえない。 

さらに、上記事業所の人事担当者は、「関係資料が保管されておらず、申立

人に係る申立期間の厚生年金保険料が控除されていたかどうか不明である。」



と証言しており、保険料控除をうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



岡山厚生年金 事案 1095 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年４月１日から 61年２月１日まで 

昭和 60 年４月から翌年１月までＡとしてＢ事業所に勤務していたので、

申立期間について厚生年金保険の加入記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している同僚（当時）の証言から、勤務期間を特定することは

できないが、申立人が申立てに係る事業所に勤務していたことは推認できる。 

しかしながら、申立てに係る事業所が初めて厚生年金保険の適用事業所とな

ったのは平成５年４月１日であり、申立期間中は適用事業所でなかったことが

確認できる。 

また、申立人は、厚生年金保険料の控除を確認できる給与明細書等の資料を

所持していない上、上記の同僚は、申立人は勤務期間中、厚生年金保険に加入

していなかった旨回答している。 

さらに、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料が事業主により給与から控

除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間の厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


